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⑨ 障害者保健福祉

※従来の身体障害者更生援護施設、知的障害者援護施設、精神障害者社会復帰施設等については、平成24年 3月までの経過措置 
　期間中に新体系のサービスに移行することとされている。 

※療養介護については、医療機関への入院とあわせて実施 

障害福祉サービスに係る自立支援給付の体系（平成18年10月から施行） 

療養介護（医療型）※ 

生活介護（福祉型） 

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

就労移行支援 

就労継続支援（A型・B型） 

地域活動支援センター（地域生活支援事業） 

日中活動と住まいの場の組み合わせ 

●見直し後 日中活動の場　以下から1ないし複数の事業を選択 

障害者支援施設の施設入所支援 

又は 

居住支援 
（ケアホーム、グループホーム、福祉ホームの機能） 

住まいの場 

プラス 

介
護
給
付 

訓
練
等
給
付 

自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行うもの 

重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の
介護、外出時における移動支援などを総合的に行うもの 

自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な
支援、外出支援を行うもの 

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行うもの 

障害児に、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適応訓練等を行
うもの 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、排せつ、
食事の介護等を行うもの 

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介
護及び日常生活の世話を行うもの 

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作
的活動又は生産活動の機会を提供するもの 

施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行うもの 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事の介護等を行うもの 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能力の
向上のために必要な訓練を行うもの 

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の
向上のために必要な訓練を行うもの 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向
上のために必要な訓練を行うもの 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行うもの 

　入所施設のサービスを、昼のサービス（日中活動事業）と夜のサービス（居住支援事業）に分けることにより、サービスの組み合わせを選択可
能。 
　事業を利用する際には、利用者一人一人の個別支援計画が作成され、利用目的にかなったサービスが提供される。 

居宅介護（ホームヘルプ） 

重度訪問介護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

児童デイサービス 

短期入所（ショートステイ） 

療養介護 

生活介護 

障害者支援施設での夜間ケア等（施設入所支援） 

共同生活介護（ケアホーム） 

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

就労移行支援 

就労継続支援（A型・B型） 

共同生活援助（グループホーム） 

概　　要

障害福祉サービスに係る自立支援給付
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現状 

現状 

現状 

現状 

現状 

・3障害（身体、知的、精神）ばらばらの制度体系 
　（精神障害者は支援費制度の対象外） 
・実施主体は都道府県、市町村に二分化 

○3障害の制度格差を解消し、精神障害者を対象に 

○市町村に実施主体を一元化し、都道府県はこれをバックアップ 

○新たな就労支援事業を創設 

○雇用施策との連携を強化 

○支援の必要度に関する客観的な尺度（障害程度区分）を導入 

○審査会の意見聴取など支給決定プロセスを透明化 

○国の費用負担の責任を強化（費用の1／2を負担） 

○利用者も応分の費用を負担、一割の定率負担と所得に応じた月 
　額上限額を設定し、皆で支える仕組み 

1．障害者施策を3障害一元化 

・障害種別ごとに複雑な施設・事業体系 
・入所期間の長期化などにより、本来の施設目的と 
　利用者の実態とが乖離 

○33種類に分かれた施設体系を6つの事業に再編。　　あわせて、 
　「地域生活支援」「就労支援」のための事業や重度の障害者を対 
　象としたサービスを創設 

○規制緩和を進め既存の社会資源を活用 

2．利用者本位のサービス体系に再編 

・養護学校卒業者の55％は福祉施設に入所 
・就労を理由とする施設退所者はわずか1％ 

3．就労支援の抜本的強化 

・全国共通の利用ルール（支援の必要度を判定する 
　客観的基準）がない 
・支給決定のプロセスが不透明 

4．支給決定の透明化、明確化 

・新規利用者は急増する見込み 
・不確実な国の費用負担の仕組み 

5．安定的な財源の確保 

自
立
と
共
生
の
社
会
を
実
現
 

障
害
者
が
地
域
で
暮
ら
せ
る
社
会
に
 

法律による改革 

「障害者自立支援法」のポイント 
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地域生活支援事業 個別給付 

性　格 
 
費用の流れ 
 
利用者 
 
利用料 
 
事業実施にあたって 
の基準 
財　源 

地域の実情や利用者の状況に応じて、自治体が柔軟 
な形態で実施することが可能な事業 
自治体が実施（自治体は自ら事業を実施、又は事業 
者に事業を委託等により実施） 
実施主体の裁量 
 
実施主体の裁量 
 
実施主体の裁量（一部運営基準有り：地域活動支援 
センター、福祉ホーム） 
補助金（一部交付税措置有り） 
（補助割合：国1／2以内、県・市1／4以内） 

介護、就労訓練といった個別の明確なニーズに対応 
した給付 
利用者本人に対する給付（実際には、事業者が9割 
分を代理受領） 
障害程度区分認定（注）、支給決定が必要（注：介 
護給付は18歳以上のみ必要、訓練等は認定無し） 
定率負担（低所得者に対する軽減措置有り） 
 
指定基準、設備運営基準等有り 
 
負担金 
（負担割合：国1／2以内、県・市1／4以内） 

地域生活支援事業と個別給付 
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身体障害児・者 
 
 
 
 
知的障害児・者 
資料3 
 
 
 
 
精神障害者 
資料4

 
身体障害児 
（18歳未満）資料1 
身体障害者 
（18歳以上）資料2 
 
知的障害児 
（18歳未満） 
知的障害者 
（18歳以上） 
年齢不詳 

366.3 
 

9.8 

 
356.3 

54.7 
 

12.3 

 
41.0 

1.2 
 

302.8

357.2 
 

9.3 

 
348.3 

41.9 
 

11.7 

 
29.0 

1.2 
 

267.5

8.7 
 

0.5 

 
8.2 

12.8 
 

0.8 
 

12.0 

0.0 
 

35.3

総　数 在宅者 施設入所 

（単位：万人） 

資料：1． 

2． 

3． 

4． 
（注）  1． 

2． 
　　　 
　　　3． 

在宅者：厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部「身体障害児実態調査」（平成18年） 
施設入所者：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉施設等調査」（平成18年）をもとに厚生労働省社会・援護局障害 
保健福祉部で作成。 
在宅者：厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部「身体障害者実態調査」（平成18年） 
施設入所者：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉施設等調査」（平成18年）をもとに厚生労働省社会・援護局障害 
保健福祉部で作成。 
在宅者：厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部「知的障害児（者）基礎調査」（平成17年） 
施設入所者：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉施設等調査」（平成17年）をもとに厚生労働省社会・援護局障害 
保健福祉部で作成。 
 厚生労働省大臣官房統計情報部「患者調査」（平成17年）をもとに厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部で作成。 
身体障害児・者の施設入所者とは、盲児施設、ろうあ児施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設、身体障害者更生 
援護施設、その他の施設に入所している身体障害児・者である。（高齢者関係施設は除く。） 
知的障害児・者の施設入所者とは、知的障害児施設、自閉症児施設、重症心身障害児施設、国立療養所（重症心身障害児 
病棟）、知的障害者更生施設、知的障害者授産施設の各施設に入所している知的障害児・者である。 
精神障害者の施設入所とは、精神科病院に入院している患者である。 

障害者数（推計） 詳細データ

身体障害者手帳 
 
 
 
療育手帳 
 
 
  
 
精神障害者保健福祉手帳 

4,895 
 
 
 
728 
 
 
 
405

身体障害者福祉法第１５条  
 
 
 
療育手帳制度について 
（昭和48年厚生省発児 
第156号） 
 
精神保健及び精神障害者 
福祉に関する法律第４５条 

都道府県知事、 
指定都市市長、 
中核市長 
 
都道府県知事、 
指定都市市長 
 
 
都道府県知事、 
指定都市市長 

居住地を管轄する福祉事務所 
長（福祉事務所を設置しない 
町村の場合は町村長。） 
 
居住地を管轄する 
福祉事務所長 
 
 
居住地を管轄する 
市町村長 

発行件数（千） 根拠規定 発行責任者 交付申請窓口 

（年度末交付者数から有 
効期限切れのものを除い 
た数） 

障害者の手帳制度 

資料：   発行件数については、身体障害者手帳及び療育手帳は、「平成18年度社会福祉行政業務報告（福祉行政報告例）」、 
　　　  精神障害者保健福祉手帳は「平成18年度保健・衛生行政業務報告（衛生行政報告例）」によること。 


